
 - 1 - 

令和７年瀬戸市議会１２月定例会提出予定議案等の概要  

 

１ 条例及び単行議案関係  

第７５号議案  瀬戸市議会の議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当

に関する条例の一部改正について  

担当課・係名  人事課 人事給与係  

１ 条例改正の理由  

  令和７年８月７日付けの人事院勧告の内容を考慮し、瀬戸市議会

の議員の期末手当の支給割合を改定するに当たり、条例中所要の事

項を改正するため。  

２ 条例改正の概要  

⑴ 主な内容  

期末手当の支給割合を次の表に掲げるとおりとする。  

  ６月  １２月  

令 和 ７ 年 度 1.725月 1.775月（0.05月分増） 

令 和 ８ 年 度

以降 
1.75月（0.025月分増） 1.75月（0.025月分増） 

⑵ 施行期日等  

施行期日を令和７年１２月２５日（令和７年１２月１日から適

用）又は令和８年４月１日とし、所要の経過措置を設ける。  

３ 条例改正に係る根拠法令  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２０３条第４項  

４ 条例改正に伴う影響、効果等  

年収が、議長は３９，９４８円、副議長は３５，０１８円、常任委

員会（予算決算委員会を除く。以下同じ。）及び議会運営委員会の委

員長は３３，５６８円、常任委員会及び議会運営委員会の副委員長

は３３，２０５円、議員は３２，８４３円の増額となる。  

 

  



 - 2 - 

第７６号議案  特別職の職員の給与に関する条例の一部改正について  

担当課・係名  人事課 人事給与係  

１ 条例改正の理由  

  令和７年８月７日付けの人事院勧告の内容を考慮し、特別職の職

員の期末手当の支給割合を改定するに当たり、条例中所要の事項を

改正するため。  

２ 条例改正の概要  

⑴ 主な内容  

期末手当の支給割合を次の表に掲げるとおりとする。  

 ６月  １２月  

令 和 ７ 年 度 1.725月 1.775月（0.05月分増） 

令 和 ８ 年 度

以降 
1.75月（0.025月分増） 1.75月（0.025月分増） 

⑵ 施行期日等  

施行期日を令和７年１２月２５日（令和７年１２月１日から適

用）又は令和８年４月１日とし、所要の経過措置を設ける。  

３ 条例改正に係る根拠法令  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２０４条第３項  

４ 条例改正に伴う影響、効果等  

年収が、市長は７６，１００円、副市長は６２，６００円、教育長

は５５，６００円の増額となる。  
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第７７号議案  瀬戸市職員の給与に関する条例の一部改正について  

担当課・係名  人事課 人事給与係  

１ 条例改正の理由  

  令和７年８月７日付けの人事院勧告の内容等を考慮し、瀬戸市職

員の給料月額等を改定し、及び災害応急作業等手当を規定するに当

たり、条例中所要の事項を改正するため。  

２ 条例改正の概要  

⑴ 主な内容  

 ア 一般職の職員の給料月額について、初任給を１２，０００円

（大卒）引き上げるなど、若年層に重点を置きつつすべての職

員を対象に、平均３．３％引き上げる。  

イ 一般職の職員の期末手当の支給割合を次の表に掲げるとおり

とする。  

 ６月  １２月  

令和７  

年度  

職員 1.25月 1.275月(0.025月分増) 

定年前再任用  

短時間勤務職員  
0.70月 0.725月(0.025月分増) 

令和８  

年度以  

降  

職員 1.2625月(0.0125月分増) 1.2625月(0.0125月分増) 

定年前再任用  

短時間勤務職員  
0.7125月(0.0125月分増) 0.7125月(0.0125月分増) 

ウ 一般職の職員の勤勉手当の支給割合を次の表に掲げるとおり

とする。  

 ６月  １２月  

令和７  

年度  

職員 1.05月 1.075月(0.025月分増) 

定年前再任用  

短時間勤務職員  
0.50月 0.525月(0.025月分増) 

令和８  

年度以

降  

職員 1.0625月(0.0125月分増) 1.0625月(0.0125月分増) 

定年前再任用  

短時間勤務職員  
0.5125月(0.0125月分増) 0.5125月(0.0125月分増) 

エ 特殊勤務手当として、次に掲げる業務に従事したときに災害

応急作業等手当を日額１，０８０円（災害対策基本法に基づく
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立入禁止等の措置がなされた区域等において行う業務に従事し

た場合にあっては２，１６０円）支給するもの。  

(ｱ) 緊急消防援助隊に係る業務  

  (ｲ) 異常な自然現象により重大な災害が発生した現場に派遣さ

れて行う災害応急作業又は応急作業のための災害状況の調査

に係る業務  

⑵ 施行期日等  

その他所要の事項を改正し、施行期日を令和７年１２月２５日

（令和７年４月１日から適用）又は令和８年４月１日とし、所要

の経過措置を設ける。  

３ 条例改正に係る根拠法令  

⑴ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２０４条第３項  

⑵ 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２４条第５項  

⑶ 人事院規則９－３０（特殊勤務手当）第１９条  

４ 条例改正に伴う影響、効果等  

職層に応じ、職員の年収が約１２０，７８７円から約２７８，６８

８円までの範囲で増額となる。平均で、部長級は２７１，３０１円、

課長級は２５５，５９２円、課長補佐級は２３２，８９４円、係長級

は２０８，０４０円、主任級は１９０，５４５円、主事級は１９６，

２０８円、主事補級は２０２，８３８円、定年前再任用短時間勤務職

員は１５２，８２７円の増額となる。  

また、被災地に派遣されて災害対応に従事する職員に対して、手

当を支給することができるようになる。  
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第７８号議案  一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正

について  

担当課・係名  人事課 人事給与係  

１ 条例改正の理由  

  令和７年８月７日付けの人事院勧告の内容を考慮し、特定任期付

職員の給料月額等を改定するに当たり、条例中所要の事項を改正す

る必要があるため。  

２ 条例改正の概要  

⑴ 主な内容  

 ア 給料表の月額を、次のとおり改める。  

号給  改定後  改定前  

１ ４０５，０００円 ３９２，０００円 

２ ４５５，０００円 ４４０，０００円 

３ ５０８，０００円 ４９２，０００円 

４ ５７４，０００円 ５５５，０００円 

５ ６５５，０００円 ６３４，０００円 

６ ７６５，０００円 ７４０，０００円 

７ ８９３，０００円 ８６４，０００円 

イ 期末手当の支給割合を次の表に掲げるとおりとする。 

 ６月  １２月  

令 和 ７ 年 度 0.95月  0.975月（0.025月分増）  

令 和 ８ 年 度 以 降 0.9625月（0.0125月分増） 0.9625月（0.0125月分増） 

ウ 勤勉手当の支給割合を次の表に掲げるとおりとする。 

 ６月  １２月  

令 和 ７ 年 度 0.875月  0.9月（0.025月分増）  

令 和 ８ 年 度 以 降 0.8875月（0.0125月分増） 0.8875月（0.0125月分増） 

⑵ 施行期日等  

施行期日を令和７年１２月２５日（令和７年４月１日から適用）

又は令和８年４月１日とし、所要の経過措置を設ける。  

３ 条例改正に係る根拠法令  

 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２４条第５項  

４ 条例改正に伴う影響、効果等  

特定任期付職員１号級の場合、年収が２４６，４２０円の増額と

なる。  
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第７９号議案  地方公務員法の一部改正等に伴う関係条例の整備に関

する条例の一部改正について  

担当課・係名  人事課 人事給与係  

１ 条例改正の理由  

  地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第６３号）附則

第９条中第２項を削り、第３項を第２項とし、第４項から第７項まで

を１項ずつ繰り上げる改正が施行されたことに伴い、条例中所要の事

項を改正するため。  

２ 条例改正の概要  

 ⑴ 主な内容  

   瀬戸市職員の給与に関する条例附則第１５条第６項中に引用し

ている条項を次のとおり改める。  

改正後  改正前  

第９条第２項  第９条第３項  

 ⑵ 施行期日  

公布の日  

３ 条例改正に係る根拠法令  

地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第６３号）  

４ 条例改正に伴う影響、効果等  

  条例の内容に変更は生じないため影響はない。   
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第８０号議案  瀬戸市手数料徴収条例の一部改正について  

担当課・係名  税務課 土地係  

都市計画課 建築指導係  

１ 条例改正の理由  

  地方行政のデジタル化を推進するため、令和３年９月１日に「地方

公共団体情報システムの標準化に関する法律」が施行され、全国の自

治体に対し、標準化対象事務について国が示す標準仕様に適合したシ

ステム（標準準拠システム）へ移行することが求められている。標準

準拠システムへの移行に伴い、帳票書類を適合させる必要があるた

め。  

また、マンションの管理の適正化の推進に関する法律の一部改正に

伴い、条例中所要の事項を改正するため。  

２ 条例改正の概要  

⑴ 主な内容  

 ア 閲覧手数料について、「土地閲覧台帳１筆につき１００円」を

廃止し、「固定資産課税台帳１年度１所有者につき３００円」を

新たに設ける。  

  イ マンションの管理に関する計画認定申請手数料等について、別

表中に引用している条項を次のとおり改める。 

改正後  改正前  

第５条の１３第１項  第５条の３第１項  

第５条の１４各号  第５条の４各号  

第５条の１６第２項  第５条の６第２項  

 ⑵ 施行期日 

   令和８年１月１３日及び公布の日  

３ 条例改正に係る根拠法令  

⑴ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第４号  

⑵ マンションの管理の適正化の推進に関する法律（平成１２年法律

第１４９号）  

４ 条例改正に伴う影響、効果等  

  閲覧事務において、国が定める標準仕様に沿った帳票書類の取り扱

いができるようになる。  
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第８１号議案  瀬戸市西陵地域交流センターに係る指定管理者の指定

について  

担当課・係名  コミュニティ推進課 コミュニティ係  

１ 議案提出の理由  

  瀬戸市西陵地域交流センターの指定管理者を指定するに当たり、

議会の議決を求めるため。  

２ 議案の概要  

 ⑴ 施設の名称  

   瀬戸市西陵地域交流センター  

 ⑵ 指定管理者となる団体  

   瀬戸市はぎの台１丁目１番地  

   西陵地域力推進協議会  

 ⑶ 指定の期間  

   令和８年４月１日から令和１３年３月３１日まで  

３ 議案提出に係る根拠法令  

⑴ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項  

⑵ 瀬戸市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例

（平成１６年瀬戸市条例第１６号）第４条の２第３項  

４ 議案提出に伴う影響、効果等  

民間等の能力を活用することで、多様化する市民ニーズに効率的

に対応し、市民サービスの向上を図ることができる。  
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第８２号議案  瀬戸市品野台地域交流センターに係る指定管理者の指

定について  

担当課・係名  コミュニティ推進課 コミュニティ係  

１ 議案提出の理由  

  瀬戸市品野台地域交流センターの指定管理者を指定するに当た

り、議会の議決を求めるため。  

２ 議案の概要  

 ⑴ 施設の名称  

   瀬戸市品野台地域交流センター  

 ⑵ 指定管理者となる団体  

   瀬戸市上品野町１２１１番地  

   品野台地域力向上委員会  

 ⑶ 指定の期間  

   令和８年４月１日から令和１３年３月３１日まで  

３ 議案提出に係る根拠法令  

⑴ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項  

⑵ 瀬戸市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例

（平成１６年瀬戸市条例第１６号）第４条の２第３項  

４ 議案提出に伴う影響、効果等  

  民間等の能力を活用することで、多様化する市民ニーズに効率的

に対応し、市民サービスの向上を図ることができる。  
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第８３号議案  瀬戸市水野地域交流センターに係る指定管理者の指定

について  

担当課・係名  コミュニティ推進課 コミュニティ係  

１ 議案提出の理由  

  瀬戸市水野地域交流センターの指定管理者を指定するに当たり、

議会の議決を求めるため。  

２ 議案の概要  

 ⑴ 施設の名称  

   瀬戸市水野地域交流センター  

 ⑵ 指定管理者となる団体  

   瀬戸市中水野町１丁目１５０番地  

   水野地域力向上委員会  

 ⑶ 指定の期間  

   令和８年４月１日から令和１３年３月３１日まで  

３ 議案提出に係る根拠法令  

⑴ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項  

⑵ 瀬戸市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例

（平成１６年瀬戸市条例第１６号）第４条の２第３項  

４ 議案提出に伴う影響、効果等  

  民間等の能力を活用することで、多様化する市民ニーズに効率的

に対応し、市民サービスの向上を図ることができる。  
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第８４号議案  瀬戸市指定ごみ袋の買入れについて  

担当課・係名  環境課 ごみ減量係  

１ 議案提出の理由  

  瀬戸市指定ごみ袋の買入れに当たり、議会の議決を求めるため。  

２ 議案の概要  

⑴ 買入物件 瀬戸市指定ごみ袋 

⑵ 形状、種類及び枚数  

        低密度ポリエチレン製ごみ袋 

（手提げ型マチ有り（ベロ付））１０枚１セット 

        燃えるごみ 

         ４５リットル ３，９５０，０００枚 

         ３０リットル １，４５０，０００枚 

         ２０リットル   ３２５，０００枚 

        燃えないごみ 

         ４０リットル   １１２，５００枚 

 ⑶ 買入価額 ３８，８９６，０００円  

 ⑷ 買 入 先 犬山市大字羽黒字向浦３９番地２１  

株式会社ユイテック名古屋営業所  

３ 議案提出に係る根拠法令  

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例

（昭和５２年瀬戸市条例第１号）第３条  

４ 議案提出に伴う影響、効果等  

市指定ごみ袋を早期に調達することが可能となり、計画的かつ安 

定的に市民へごみ袋を供給することができる。 
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第８５号議案  瀬戸市火災予防条例の一部改正について  

担当課・係名  予防課 予防広報係  

１ 条例改正の理由  

  令和７年２月２６日に発生した大船渡市林野火災を受けて、消防庁

から「大船渡市林野火災の教訓を踏まえた今後の消防防災対策の推進

について」（令和７年８月２９日付け消防庁次長通知）が発出された。 

このことを踏まえ、林野火災予防の実効性を高め、林野火災に関す

る注意報等を規定するに当たり、条例中所要の事項を改正するため。 

２ 条例改正の概要  

⑴ 主な内容  

 ア 瀬戸市火災予防条例上の火災に関する警報は、消防法（昭和２

３年法律第１８６号）第２２条第３項に規定するものであること

を明確にする。（第２９条関係）  

 イ 市長は、気象の状況が林野火災の予防上注意を要すると認める

ときは、林野火災に関する注意報を発することができることとす

る。（第２９条の８関係）  

 ウ 市長は、林野火災の予防を目的として火災に関する警報を発し

たときは、林野火災の発生の危険性を勘案して、条例第２９条各

号に定める火の使用の制限の対象となる区域を指定することが

できることとする。（第２９条の９関係）  

 エ 火災と紛らわしい煙等を発するおそれのある行為に、たき火が

含まれることを明確にする。（第４５条関係）  

 ⑵ 施行期日 

   令和８年１月１日  

３ 条例改正に係る根拠法令  

消防組織法（昭和２２年法律第２２６号）第３７条  

４ 条例改正に伴う影響、効果等  

  林野火災注意報や林野火災警報の的確な発令等によって、林野火災

予防の実効性を高めることができる。  
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第８６号議案  瀬戸市福祉保健センター（瀬戸市老人デイサービスセ

ンターに限る。）に係る指定管理者の指定について  

担当課・係名  高齢者福祉課 介護保険料係  

１ 議案提出の理由  

  瀬戸市福祉保健センター（瀬戸市老人デイサービスセンターに限

る。）の指定管理者を指定するに当たり、議会の議決を求めるため。 

２ 議案の概要  

⑴ 施設の名称  

   瀬戸市福祉保健センター（瀬戸市老人デイサービスセンターに限

る。）  

 ⑵ 指定管理者となる団体  

   瀬戸市菱野台４丁目４番の２菱野ウイングビル  

   特定非営利活動法人瀬戸地域福祉を考える会まごころ  

 ⑶ 指定の期間  

   令和８年４月１日から令和１１年３月３１日まで  

３ 議案提出に係る根拠法令  

⑴ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項  

⑵ 瀬戸市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例

（平成１６年瀬戸市条例第１６号）第４条  

４ 議案提出に伴う影響、効果等  

  民間等の能力を活用することで、多様化する市民ニーズに効率的に

対応し、市民サービスの向上を図ることができる。  
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第８７号議案  瀬戸市高齢者生きがい活動施設に係る指定管理者の指

定について  

担当課・係名  高齢者福祉課 介護保険料係  

１ 議案提出の理由  

  瀬戸市高齢者生きがい活動施設の指定管理者を指定するに当た

り、議会の議決を求めるため。  

２ 議案の概要  

⑴ 施設の名称  

   瀬戸市高齢者生きがい活動施設  

 ⑵ 指定管理者となる団体  

   瀬戸市東権現町５１番地  

   公益社団法人瀬戸市シルバー人材センター  

 ⑶ 指定の期間  

   令和８年４月１日から令和１１年３月３１日まで  

３ 議案提出に係る根拠法令  

⑴ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項  

⑵ 瀬戸市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例

（平成１６年瀬戸市条例第１６号）第４条の２第３項  

４ 議案提出に伴う影響、効果等  

  民間等の能力を活用することで、多様化する市民ニーズに効率的

に対応し、市民サービスの向上を図ることができる。  
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第８８号議案  瀬戸市水野在宅福祉センター（瀬戸市水野地域包括支

援センター（運営）を除く。）に係る指定管理者の指

定について  

担当課・係名  高齢者福祉課 介護保険料係  

１ 議案提出の理由  

  瀬戸市水野在宅福祉センター（瀬戸市水野地域包括支援センター

（運営）を除く。）の指定管理者を指定するに当たり、議会の議決を

求めるため。  

２ 議案の概要  

⑴ 施設の名称  

   瀬戸市水野在宅福祉センター（瀬戸市水野地域包括支援セン  

ター（運営）を除く。）  

 ⑵ 指定管理者となる団体  

   瀬戸市中水野町２丁目７５８番地  

   社会福祉法人瀬戸中央会  

 ⑶ 指定の期間  

   令和８年４月１日から令和１１年３月３１日まで  

３ 議案提出に係る根拠法令  

⑴ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項  

⑵ 瀬戸市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例

（平成１６年瀬戸市条例第１６号）第４条  

４ 議案提出に伴う影響、効果等  

 民間等の能力を活用することで、多様化する市民ニーズに効率的

に対応し、市民サービスの向上を図ることができる。  
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第８９号議案  瀬戸市自然児童遊園に係る指定管理者の指定について  

担当課・係名  こども未来課 こども未来係  

１ 議案提出の理由  

  瀬戸市自然児童遊園の指定管理者を指定するに当たり、議会の議決

を求めるため。  

２ 議案の概要  

⑴ 施設の名称  

   瀬戸市自然児童遊園  

 ⑵ 指定管理者となる団体  

   瀬戸市菱野台４丁目４番の３  

   特定非営利活動法人エム・トゥ・エム  

 ⑶ 指定の期間  

   令和８年４月１日から令和１３年３月３１日まで  

３ 議案提出に係る根拠法令  

⑴ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項  

⑵ 瀬戸市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例

（平成１６年瀬戸市条例第１６号）第４条  

４ 議案提出に伴う影響、効果等  

民間等の能力を活用することで、多様化する市民ニーズに効率的に

対応し、市民サービスの向上を図ることができる。  
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第９０号議案  瀬戸市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準

を定める条例等の一部改正について  

担当課・係名  保育課 保育係  

こども未来課 こども未来係  

１ 条例改正の理由  

児童福祉法等の一部を改正する法律（令和７年法律第２９号）にお

いて、保育所等の職員による虐待に関する通報義務等を創設するとと

もに、国家戦略特別区域に限り認められている地域限定保育士制度を

一般制度化する改正が行われたこと等に伴い、条例中所要の事項を改

正するため。  

２ 条例改正の概要  

 ⑴ 主な内容  

  ア 保育所等の職員等が行った児童への虐待についての通告に関

する規定の整備に伴う条項追加に関するもの。  

改正後  改正前  

第３３条の１０第１項各号  第３３条の１０各号  

   ①瀬戸市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例 

   ②瀬戸市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を

定める条例  

   ③瀬戸市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例  

   ④瀬戸市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例  

  イ 地域限定保育士制度が一般化されたことから、保育所等の各施

設等に置かなければならないとされている保育士について、地域

限定保育士も保育士とみなすこととするもの。  

   ①瀬戸市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例 

   ③瀬戸市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例  

   ④瀬戸市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例  

ウ 母子保健法に基づく乳幼児の健康診査の内容が保育所等の健

康診断の全部又は一部に相当すると認められるときは、当該健康

診断の全部又は一部を行わないことができることとするもの。  

①瀬戸市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例  

⑵ 施行期日等  

その他所要の事項を改正し、施行期日を公布の日とする。  

３ 条例改正に係る根拠法令  
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⑴ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）  

⑵ 児童福祉法等の一部を改正する法律の施行に伴うこども家庭庁

関係内閣府令の整備に関する内閣府令（令和７年内閣府令第８０

号） 

⑶ 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等の一部を改正する

内閣府令（令和７年内閣府令第８２号）  

⑷ 家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成２６年厚生

労働省令第６１号）  

⑸ 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・

子育て支援施設等の運営に関する基準（平成２６年内閣府令第３９

号）  

⑹ 放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準（平成２６

年厚生労働省令第６３号）  

⑺ 乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準（令和７年内閣

府令第１号）  

４ 条例改正に伴う影響、効果等  

  家庭的保育事業等における利用乳幼児の健康診断に関する負担が

軽減される場合がある。  
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第９１号議案  瀬戸市福祉保健センター（瀬戸市老人デイサービスセ

ンター等を除く。）に係る指定管理者の指定について  

担当課・係名  健康課 健康づくり推進係  

１ 議案提出の理由  

 瀬戸市福祉保健センター（瀬戸市老人デイサービスセンター等を

除く。）の指定管理者を指定するに当たり、議会の議決を求めるた

め。  

２ 議案の概要  

⑴ 施設の名称  

   瀬戸市福祉保健センター条例（平成５年条例第１１号）第２条

第２項に規定する施設のうち、瀬戸市老人デイサービスセンター、

瀬戸市保健センター（運営）及び瀬戸市やすらぎ地域包括支援セ

ンター（運営）を除く。  

 ⑵ 指定管理者となる団体  

   瀬戸市川端町１丁目３１番地  

   社会福祉法人瀬戸市社会福祉協議会  

 ⑶ 指定の期間  

   令和８年４月１日から令和１１年３月３１日まで  

３ 議案提出に係る根拠法令  

⑴ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項  

⑵ 瀬戸市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例

（平成１６年瀬戸市条例第１６号）第４条の２第３項  

４ 議案提出に伴う影響、効果等  

  民間等の能力を活用することで、多様化する市民ニーズに効率的

に対応し、市民サービスの向上を図ることができる。  
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第９２号議案  小中学校指導者用タブレット端末一式の買入れについ

て  

担当課・係名  教育政策課 企画係  

１ 議案提出の理由  

  小中学校指導者用タブレット端末一式の買入れに当たり、議会の

議決を求めるため。  

２ 議案の概要  

 ⑴ 買入物件 小中学校指導者用タブレット端末一式  

 ⑵ 品名及び件数  

        タブレット端末本体  ３９０件  

        ＭＤＭライセンス   ３９０件  

        画面保護フィルム   ３９０件  

        キーボード付きケース ３９０件  

        スタイラスペン    ３９０件  

 ⑶ 買入価額 ２１，５５７，２５０円  

 ⑷ 買 入 先 名古屋市中区丸の内三丁目１８番２８号  

        教育産業株式会社  

３ 議案提出に係る根拠法令  

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例

（昭和５２年瀬戸市条例第１号）第３条  
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第９３号議案  パルティせと市民交流センター条例の一部改正につい

て  

担当課・係名  図書館  

１ 条例改正の理由  

  パルティせと市民交流センター内情報ライブラリーの開館時間及び

休館日を変更するに当たり、条例中所要の事項を改正するため。  

２ 条例改正の概要  

⑴ 主な内容  

  ア 情報ライブラリーの開館時間について、「午前８時３０分から

午後９時３０分まで」を「午前９時から午後８時まで」とする。 

  イ 情報ライブラリーの休館日について、月曜日（この日が国民の

祝日に関する法律に規定する休日に当たるときは、その翌日以降

において、その日に最も近い日で休日でない日）を規定する。 

 ⑵ 施行期日  

令和８年９月１日  

３ 条例改正に係る根拠法令  

  地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第１項  

４ 条例改正に伴う影響、効果等  

図書館本館のリニューアルに合わせ、情報ライブラリーの運用を見

直すと共に、ＤＸを推進し、質の高い図書館サービスを継続して提供

していくことができる。  
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第９４号議案  尾張東部（瀬戸）地域文化広場に係る指定管理者の指

定について  

担当課・係名  文化課 文化係  

１ 議案提出の理由  

  尾張東部（瀬戸）地域文化広場の指定管理者を指定するに当たり、

議会の議決を求めるため。  

２ 議案の概要  

⑴ 施設の名称  

   尾張東部（瀬戸）地域文化広場  

 ⑵ 指定管理者となる団体  

   瀬戸市西茨町１１３番地の３  

   公益財団法人瀬戸市文化振興財団  

 ⑶ 指定の期間  

   令和８年４月１日から令和１３年３月３１日まで  

３ 議案提出に係る根拠法令  

⑴ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項  

⑵ 瀬戸市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例

（平成１６年瀬戸市条例第１６号）第４条の２第３項  

４ 議案提出に伴う影響、効果等  

  民間等の能力を活用することで、多様化する市民ニーズに効率的

に対応し、市民サービスの向上を図ることができる。  
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第９５号議案  瀬戸市定光寺野外活動センターに係る指定管理者の指

定について  

担当課・係名  スポーツ課 スポーツ係  

１ 議案提出の理由  

  瀬戸市定光寺野外活動センターの指定管理者を指定するに当た

り、議会の議決を求めるため。  

２ 議案の概要  

⑴ 施設の名称  

   瀬戸市定光寺野外活動センター  

 ⑵ 指定管理者となる団体  

   豊田市松ケ枝町３丁目３０番地  

   ホーメックス株式会社  

 ⑶ 指定の期間  

   令和８年４月１日から令和１３年３月３１日まで  

３ 議案提出に係る根拠法令  

⑴ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項  

⑵ 瀬戸市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例

（平成１６年瀬戸市条例第１６号）第４条  

４ 議案提出に伴う影響、効果等  

民間等の能力を活用することで、多様化する市民ニーズに効率的

に対応し、市民サービスの向上を図ることができる。  
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第９６号議案  瀬戸市都市公園に係る指定管理者の指定について  

担当課・係名  建設課 公園緑地係  

１ 議案提出の理由  

  瀬戸市都市公園の指定管理者を指定するに当たり、議会の議決を

求めるため。  

２ 議案の概要  

⑴ 施設の名称  

   瀬戸市都市公園  

 ⑵ 指定管理者となる団体  

   瀬戸市共栄通２丁目７２番地  

   朝凪造園株式会社  

 ⑶ 指定の期間  

   令和８年４月１日から令和１３年３月３１日まで  

３ 議案提出に係る根拠法令  

⑴ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項  

⑵ 瀬戸市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例

（平成１６年瀬戸市条例第１６号）第４条  

４ 議案提出に伴う影響、効果等  

民間等の能力を活用することで、多様化する市民ニーズに効率的

に対応し、市民サービスの向上を図ることができる。  
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第９７号議案  瀬戸市道路占用料条例の一部改正について  

担当課・係名  維持管理課 管理係  

１ 条例改正の理由  

  愛知県道路占用料条例の一部改正を考慮し、道路占用に係る占用

料を改定するに当たり、条例中所要の事項を改正する必要があるた

め。  

２ 条例改正の概要  

⑴ 主な内容  

道路占用に係る占用料の一部を改定する。 

ア 主な改定内容（増額とするもの） 

  道路法第３２条第１項第１号に掲げる工作物（電柱、電話柱

等）、道路法第３２条第１項第２号に掲げる物件（水管、下水

道管等）の占用料単価が、最小３％から最大１０％の増額とな

る。 

  イ 主な改定内容（減額とするもの）  

    道路法施行令第７条第１項に掲げる物件（看板、旗ざお等）の

占用料単価が、最大８％の減額となる。  

  ウ 新たに設ける占用料  

    道路法施行令第７条第１５号に掲げる施設（防災拠点自動車

駐車場）について、新たに占用料を設ける。  

⑵ 施行期日等  

   施行期日を令和８年４月１日とし、所要の経過措置を設ける。  

３ 条例改正に係る根拠法令  

 ⑴ 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第３９条  

⑵ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２５条、第２２８条  

４ 条例改正に伴う影響、効果等  

地域の実情に応じた地価水準の変動等を道路占用料に適正に反映

することができる。  
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第９８号議案  瀬戸市公共用物の管理に関する条例の一部改正につい

て  

担当課・係名  維持管理課 管理係  

１ 条例改正の理由  

  愛知県道路占用料条例の一部改正を考慮するとともに、瀬戸市道路

占用料条例及び瀬戸市河川管理条例との整合を図るに当たり、条例中

所要の事項を改正する必要があるため。  

２ 条例改正の概要  

⑴ 主な内容  

公共用物の管理に係る占用料について、土地占用料の一部を改定

する。 

※ 改正後の瀬戸市道路占用料条例で定める額と同額。 

※ 公共用物とは… 

 ○河川法が適用又は準用されない河川並びに溝きょ、水路、湖沼、ため池

及び堤防 

 ○道路法が適用されない道路のうち国及び市の所有に係るもの 

⑵ 施行期日等  

施行期日を令和８年４月１日とし、所要の経過措置を設ける。  

３ 条例改正に係る根拠法令  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２５条、第２２８条  

４ 条例改正に伴う影響、効果等  

  地域の実情に応じた地価水準の変動等を土地占用料に適正に反映

することができる。  
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第９９号議案  瀬戸市河川管理条例の一部改正について  

担当課・係名  維持管理課 管理係  

１ 条例改正の理由  

  愛知県流水占用料等徴収条例の一部改正を考慮するとともに、瀬戸

市道路占用料条例及び瀬戸市公共用物の管理に関する条例との整合

を図るに当たり、条例中所要の事項を改正する必要があるため。  

２ 条例改正の概要  

⑴ 主な内容  

河川の管理に係る占用料について、土地占用料の一部を改定す

る。 

   ※ 改正後の瀬戸市道路占用料条例で定める額と同額。 

⑵ 施行期日等  

施行期日を令和８年４月１日とし、所要の経過措置を設ける。  

３ 条例改正に係る根拠法令  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２５条、第２２８条  

４ 条例改正に伴う影響、効果等  

地域の実情に応じた地価水準の変動等を土地占用料に適正に反映

することができる。  
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第１００号議案  駐車場に係る指定管理者の指定について  

担当課・係名  維持管理課 管理係  

１ 議案提出の理由  

  宮川駐車場、瀬戸市駅前駐車場、東横山駐車場及び瀬戸口駅北駐

車場の指定管理者を指定するに当たり、議会の議決を求めるため。  

２ 議案の概要  

⑴ 施設の名称  

  ア 宮川駐車場  

  イ 瀬戸市駅前駐車場  

  ウ 東横山駐車場  

  エ 瀬戸口駅北駐車場  

 ⑵ 指定管理者となる団体  

   名古屋市中川区八熊二丁目１番１１号  

   株式会社日本メカトロニクス  

 ⑶ 指定の期間  

   令和８年４月１日から令和１３年３月３１日まで  

３ 議案提出に係る根拠法令  

⑴ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項  

⑵ 瀬戸市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例

（平成１６年瀬戸市条例第１６号）第４条  

４ 議案提出に伴う影響、効果等  

  民間等の能力を活用することで、多様化する市民ニーズに効率的

に対応し、市民サービスの向上を図ることができる。  
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第１０１号議案  瀬戸市火入れに関する条例の一部改正について  

担当課・係名  農林課 農林係  

１ 条例改正の理由  

  令和７年２月２６日に発生した大船渡市林野火災を受けて、林野

庁から「令和７年大船渡市林野火災の教訓を踏まえた今後の林野火

災対策の推進について」（令和７年１０月２０日７林整研第１８１

号）が発出された。  

このことから、林野火災対策を推進するため、林野火災に関する

注意報が発令された際の対応を規定するに当たり、条例中所要の事

項を改正するため。  

２ 条例改正の概要  

 ⑴ 主な内容  

   瀬戸市火災予防条例に林野火災注意報等が位置付けられる予定

であることから、林野火災注意報等が発令されたときには、火入

れを制限するもの。  

 ⑵ 施行期日  

   令和８年１月１日  

３ 条例改正に係る根拠法令  

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号  

４ 条例改正に伴う影響、効果等  

  林野関係部局と消防本部において、相互に持つ情報の連携を強化

することにより、林野火災対策の推進を図ることができる。  
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第１０２号議案  道の駅瀬戸しなの（地域振興施設に限る。）に係る指

定管理者の指定について  

担当課・係名  農林課 アグリカルチャー推進係  

１ 議案提出の理由  

  道の駅瀬戸しなの（地域振興施設に限る。）の指定管理者を指定す

るに当たり、議会の議決を求めるため。  

２ 議案の概要  

⑴ 施設の名称  

   道の駅瀬戸しなの（地域振興施設に限る。）  

 ⑵ 指定管理者となる団体  

   富山県富山市湊入船町３番３０号  

   株式会社ジェック経営コンサルタント  

 ⑶ 指定の期間  

   令和８年４月１日から令和１３年３月３１日まで  

３ 議案提出に係る根拠法令  

⑴ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項  

⑵ 瀬戸市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例

（平成１６年瀬戸市条例第１６号）第４条  

４ 議案提出に伴う影響、効果等  

  民間等の能力を活用することで、多様化する市民ニーズに効率的

に対応し、市民サービスの向上を図ることができる。  
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第１０３号議案  道の駅瀬戸しなの（地域振興施設を除く。）に係る指

定管理者の指定について  

担当課・係名  農林課 アグリカルチャー推進係  

１ 議案提出の理由  

  道の駅瀬戸しなの（地域振興施設を除く。）の指定管理者を指定す

るに当たり、議会の議決を求めるため。  

２ 議案の概要  

⑴ 施設の名称  

   道の駅瀬戸しなの（地域振興施設を除く。）  

 ⑵ 指定管理者となる団体  

   瀬戸市品野町１丁目１２６番地の１  

   道の駅瀬戸しなの株式会社  

 ⑶ 指定の期間  

   令和８年４月１日から令和１３年３月３１日まで  

３ 議案提出に係る根拠法令  

⑴ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項  

⑵ 瀬戸市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例

（平成１６年瀬戸市条例第１６号）第４条の２第３項  

４ 議案提出に伴う影響、効果等  

  民間等の能力を活用することで、多様化する市民ニーズに効率的

に対応し、市民サービスの向上を図ることができる。  

 

  



 - 32 - 

第１０４号議案  瀬戸市水道事業給水条例の一部改正について  

担当課・係名  水道課 経営係  

１ 条例改正の理由  

  水道事業の健全な経営を維持し、安全で安心な水を安定して供給す

るため、水道料金及び料金体系を改定するに当たり、条例中所要の事

項を改正するため。  

２ 条例改正の概要  

⑴ 主な内容  

  水道料金（１月当たり）について、次のとおり改正する。  

 ア 用途別料金体系から口径別料金体系へ変更し、基本水量制を廃

止する。  

 イ 水道料金について、超過料金を従量料金に改め、口径別に基本

料金及び従量料金を設定し、メーター使用料を廃止する。  

用途 基本料金 
超過料金（１立方メートル当たり） 

10 まで 
10 を超え

40 まで 

40 を超え

90 まで 

90 を 

超えるもの 

家庭用 975 円 155 円 200 円 255 円 255 円 

営業用 975 円 170 円 210 円 255 円 280 円 

湯屋営業用 755 円 80 円 80 円 80 円 80 円 

散水用 1,295 円 170 円 210 円 255 円 280 円 

臨時用 1,295 円 170 円 210 円 255 円 280 円 
      

口径 メーター使用料  口径 メーター使用料  

13 ㎜ 40 円  50 ㎜ 360 円  

20 ㎜ 50 円  75 ㎜ 500 円  

25 ㎜ 80 円  100 ㎜ 600 円  

40 ㎜ 160 円  150 ㎜ 1,900 円  

 

口径 基本料金 
従量料金（1 立方メートル当たり） 

10 まで 
10 を超え

20 まで 

20 を超え

50 まで 

50 を超え

100 まで 

100 を 

超えるもの 

13 ㎜ 1,015 円 

60 円 200 円 270 円 320 円 350 円 

20 ㎜ 1,245 円 

25 ㎜ 1,370 円 

40 ㎜ 1,495 円 

50 ㎜ 4,160 円 

75 ㎜ 6,545 円 

100 ㎜ 6,930 円 

150 ㎜ 14,825 円 
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⑵ 経過措置  

  令和１０年３月までの料金については、従量料金中「１０立法メ

ートルまで ６０円」を「１０立方メートルまで ０円」とする。 

⑶ 施行期日等  

その他所要の事項を改正し、施行期日を令和８年４月１日とす

る。  

３ 条例改正に係る根拠法令  

⑴ 水道法施行令（昭和３２年政令第３３６号）  

⑵ 水道法施行規則（昭和３２年厚生省令第４５号）  

４ 条例改正に伴う影響、効果等  

  社会経済情勢の変化に左右されにくい適正な料金体系へ移行する

ことで、水道事業の安定的な経営を続ける上で必要な財源の確保につ

ながり、経営基盤の強化、老朽化した水道施設の更新、災害時におけ

る水道水の安定供給等の水道サービスの維持が図られる。  
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２ 予算関係  

 

第１０５号議案  令和７年度瀬戸市一般会計補正予算（第５号）  

 

第１０６号議案  令和７年度瀬戸市国民健康保険事業特別会計補正予

算（第２号）  

 

第１０７号議案  令和７年度瀬戸市春雨墓苑事業特別会計補正予算（第

１号）  

 

第１０８号議案  令和７年度瀬戸市介護保険事業特別会計補正予算（第

２号）  

 

第１０９号議案  令和７年度瀬戸市後期高齢者医療特別会計補正予算

（第１号）  

 

第１１０号議案  令和７年度瀬戸市水道事業会計補正予算（第２号）  

 

第１１１号議案  令和７年度瀬戸市下水道事業会計補正予算（第３号）  

 

 

３ 人事関係  

 

 同意第９号 瀬戸市固定資産評価審査委員会委員の選任について  

（行政委員会事務局）  

   瀬戸市固定資産評価審査委員会委員の任期満了（令和８年１月１９日）に

伴うもの  

 

 同意第１０号 瀬戸市固定資産評価審査委員会委員の選任について  

（行政委員会事務局）  

   瀬戸市固定資産評価審査委員会委員の任期満了（令和８年１月２１日）に

伴うもの  

 

諮問第２号 人権擁護委員の推薦について  （健康福祉部社会福祉課）  

   人権擁護委員の任期満了（令和８年３月３１日）に伴うもの  

 

諮問第３号 人権擁護委員の推薦について  （健康福祉部社会福祉課）  

   人権擁護委員の任期満了（令和８年３月３１日）に伴うもの  

 

諮問第４号 人権擁護委員の推薦について  （健康福祉部社会福祉課）  

   人権擁護委員の辞任（令和８年３月３１日）に伴うもの  
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４ 報告関係  

 

 報告第１７号 専決処分の報告について  

地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、議会から市長の専決処分

事項として指定を受けた損害賠償の額の決定及び和解の専決処分について、

同条第２項の規定により議会に報告するもの  

 専決年月日  事 故 の 概 要 
損害賠償の額及び  

和解の内容  

１  
令 和 ７ 年  

８ 月 ２ １ 日  

令和７年３月６日穴田町地内にお

いて、市管理地の樹木が倒れ、隣接

する相手方フェンスを直撃し、当該

フェンスの有刺鉄線が損傷した物損

事故  

瀬戸市は、相手方

に対し、金３８，５０

０円を支払う。  

（ 瀬 戸 市 過 失 割 合 

１００％）  

２  
令 和 ７ 年  

８ 月 ２ １ 日  

令和７年３月６日穴田町地内にお

いて、市管理地の樹木が倒れ、隣接

するフェンスの有刺鉄線を損傷し、

その有刺鉄線が駐車中の相手方普通

乗用車に接触し、当該車両が損傷し

た物損事故  

瀬戸市は、相手方

に対し、金９１，５３

１円を支払う。  

（ 瀬 戸 市 過 失 割 合 

１００％）  

 



参考資料第１０５号～第１１１号議案

１　予算概要 （単位：千円）

① ②

①「その他」の説明 ②「一般財源」の説明

　・寄附金

　・繰入金 ・繰越金

　・諸収入 ・諸収入

２　一般会計

(1)　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金関連 （単位：千円）

(2)　その他の主な内容 （単位：千円）

(3)　継続費の変更

  図書館長寿命化改良事業

(4)　繰越明許費の変更及び追加

  小学校施設整備事業、のぞみ学園管理運営事業、斎苑施設管理事業、瀬戸川文化プロムナード市街地整備事業

(5)　債務負担行為の追加

  女性活躍推進計画・男女共同参画プラン策定業務委託、みつば小学校放課後児童クラブ運営業務委託、幡山保育園運営業務委託

(6)　地方債の変更

  図書館施設整備

(7)　上記のほか、人事院勧告の実施、職員の人事異動等に伴う人件費等の補正を行うもの。

３　特別会計

(1)  国民健康保険事業特別会計

 保険給付費の増額及び国民健康保険事業費納付金の確定に伴う補正を行うもの。

 　 エ　地方債の変更及び追加(2)  介護保険事業特別会計

 保険給付費及び地域支援事業費の増額による補正を行うもの。

 　 エ　地方債の変更及び追加(3)　上記のほか、各特別会計において人事院勧告の実施、職員の人事異動等に伴う人件費等の補正を行うもの。　

４　企業会計

 　 エ　地方債の変更及び追加(1)　水道事業会計

 漏水修繕件数の増加に伴う修繕費等の補正を行うもの。

 　 エ　地方債の変更及び追加(2)　上記のほか、各企業会計において人事院勧告の実施、職員の人事異動等に伴う人件費等の補正を行うもの。　

20,556

令和８年度に開催されるアジア競技大会及びアジアパラ競技大会を
契機としたアジア各国・地域との交流を推進するため、県補助金を
受け、小中特別支援学校においてアジア各国・地域にまつわる事業
を実施するもの。

図書館施設整備（図書館閲覧室補強・補修工事分） 24,156 21,700 2,000 456
図書館長寿命化改良工事において追加の安全対策の必要が判明した
ため、図書館閲覧室の補強・補修工事に係る費用を追加するもの。
（継続費令和７年度・令和８年度合計額：69,740千円）

市　債 そ の 他 一般財源

教 育 費

一般管理（アジア・フレンドシップ推進） 1,700 1,700

目　的　及　び　内　容
国・県支出金 市　債 そ の 他 一般財源

389

区　　分 事　　業　　名 補 正 額
財　　源　　内　　訳

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた事業者や保護
者を支援するため、令和７年７月分から９月分までの給食費につい
て県と協調し負担軽減を図るもの。

民間保育所運営費補助金 2,618 2,618

公立保育所運営 389

106.8%

・地方交付税 236,231

▲ 12,701 6,484,250 115.5%

民 生 費

地域型保育事業所運営費等補助金 160 160

区　　分 事　　業　　名 補 正 額
財　　源　　内　　訳

目　的　及　び　内　容
国・県支出金

579,055

39,448

110,110

▲ 92,000

合　　　計 87,119,417 1,806,179 1,764,827 344,219 ▲ 21,400

609 71,160 4,378,977

326,224 1,115,784 90,690,423

企 業 会 計 10,938,417 ▲ 134,258 59,068

114.9%

下 水 道 事 業 6,607,601 ▲ 110,650 ▲ 12,701

609 58,459 10,863,227 115.3%

水 道 事 業 4,330,816 ▲ 23,608 71,769

107.0%

後 期 高 齢 者 医 療 3,184,000 334 334 3,184,334 120.8%

介 護 保 険 事 業 11,746,000 55,251 709,536 252,903 283,616 173,017 12,510,787

101.2%

春 雨 墓 苑 事 業 15,000 522 522 15,522 62.1%

国 民 健 康 保 険 事 業 11,576,000 3,508 32,051 3,333 28,718 11,611,559

38,666 854,734 52,504,994 105.8%

特 別 会 計 26,521,000 58,759 742,443 252,903

一 般 会 計 49,660,000 1,881,678 963,316 91,316 ▲ 21,400

286,949 202,591 27,322,202 105.8%

令和７年度　１２月補正予算（案）概要

当　　初
３月補正（追加）から

９月補正まで
１２月補正 C　　の　　財　　源　　内　　訳 補正後予算額

対前年同期比
A B C 国・県支出金 市　　債 そ　の　他 一般財源 A+B+C

－36－　　　　　　　.



参考資料人事関係

氏　　名 当初任命年月日 任命年月日 任期満了年月日

稲垣　遼 R4.10.1 R4.10.1 R8.9.30

大脇　忠 R5.10.1 R5.10.1 R9.9.30

安井　友香 R5.10.1 R5.10.1 R9.9.30

鈴木　紹陶武 R6.10.1 R6.10.1 R10.9.30

加藤　千惠 R6.10.1 R6.10.1 R10.9.30

高橋　積 R7.10.1 R7.10.1 R11.9.30

公平委員会委員（任期４年）

氏　　名 当初任命年月日 任命年月日 任期満了年月日

小池　雄三 H27.7.6 R5.7.6 R9.7.5

中嶋　若菜 H29.9.30 R7.9.30 R11.9.29

柴田　朋子 R4.12.15 R4.12.15 R8.12.14

氏　　名 当初任命年月日 任命年月日 任期満了年月日

伊藤　昌幸 H26.7.25 R4.12.21 R7.12.20

竹本　弘司 R1.10.1 R7.10.1 R10.9.30

瀧本　友子 H29.1.20 R5.1.20 R8.1.19

鈴木　洋子 R1.12.21 R4.12.21 R7.12.20

市野　眞知子 R5.1.22 R5.1.22 R8.1.21

浅田　正巳 R6.4.1 R6.4.1 R9.3.31

氏　　名 当初任命年月日 任命年月日 任期満了年月日

長谷川　利忠 R7.7.1 R7.7.1 R11.6.30

伊藤　勝朗 H22.10.1 R4.10.1 R8.9.30

宮薗　伸仁 R7.5.9 R7.5.9 R9.4.30

行 政 委 員 会 委 員 名 簿

令和７年１０月１日現在

教育委員会委員（任期４年）

固定資産評価審査委員会委員（任期３年）

監査委員（任期４年）
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参考資料人事関係

行 政 委 員 会 委 員 名 簿

令和７年１０月１日現在

氏　　名 当初任命年月日 任命年月日 任期満了年月日

上川　和子 H28.12.24 R6.12.24 R10.12.23

佐野　嘉崇 R2.12.24 R6.12.24 R10.12.23

井上　順子 R2.12.24 R6.12.24 R10.12.23

寺田　康孝 R6.12.24 R6.12.24 R10.12.23

人権擁護委員（任期３年）

氏　　名 当初任命年月日 任命年月日 任期満了年月日

加藤　光昭 H29.4.1 R5.4.1 R8.3.31

畔栁　俊雄 H20.4.1 R5.4.1 R8.3.31

矢野　友子 H22.4.1 R7.4.1 R10.3.31

藤本　明伸 H22.7.1 R7.10.1 R10.9.30

今井　順子 H23.7.1 R5.10.1 R8.9.30

横江　俊次 H25.4.1 R7.4.1 R10.3.31

髙島　惠子 H27.10.1 R6.10.1 R9.9.30

大津　菊江 R6.4.1 R6.4.1 R9.3.31

高堰　美知雄 R6.10.1 R6.10.1 R9.9.30

森　重憲 R6.10.1 R6.10.1 R9.9.30

竹川　典子 R7.4.1 R7.4.1 R10.3.31

副市長（任期４年）

氏　　名 当初任命年月日 任命年月日 任期満了年月日

大森　雅之 R5.6.16 R5.6.16 R9.6.15

教育長（任期３年）

氏　　名 当初任命年月日 任命年月日 任期満了年月日

加藤　正彦 R4.10.1 R7.10.1 R10.9.30

選挙管理委員（任期４年）

- 38 -



参考資料人事関係

行 政 委 員 会 委 員 名 簿

令和７年１０月１日現在

氏　　名 当初任命年月日 任命年月日 任期満了年月日

井上　俊英 R5.7.20 R5.7.20 R8.7.19

小澤　早由里 H29.7.20 R5.7.20 R8.7.19

加藤　卓夫 H29.7.20 R5.7.20 R8.7.19

髙島　八十三 R2.7.20 R5.7.20 R8.7.19

長江　和春 R5.7.20 R5.7.20 R8.7.19

作石　正太郎 H29.7.20 R5.7.20 R8.7.19

武田　晴光 H29.7.20 R5.7.20 R8.7.19

藤井　義廣 H29.7.20 R5.7.20 R8.7.19

矢野　洋三 R5.7.20 R5.7.20 R8.7.19

伊藤　憲昭 R2.7.20 R5.7.20 R8.7.19

横道　厚子 H29.7.20 R5.7.20 R8.7.19

中村　征実 R5.7.20 R5.7.20 R8.7.19

農業委員会委員（任期３年）

- 39 -


